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１.復興では何を追求するか 

（１）人間復興と社会的包摂 

 本稿では住宅復興を多様性という視点から論じて

みたい。東日本大震災復興基本法(2011.12.16 施行)

において示されている復興の基本理念の重要な部分

は、「『一人一人の人間が災害を乗り越えて豊かな人生

を送ることができるようにする』ことを旨として行わ

れる復興施策を推進する」という点である。多様な

人々が生き生きと暮らせる社会＝社会的包摂という

状態を実現するためには、そのための政策、制度、仕

組みが必要である。 

（２）持続可能な災害復興 

復興について何かを論じたり評価をする時に、前提

として明確にすべきは、その論者が復興の目標をどの

ように設定しているかである。本稿では災害復興で目

指すべきゴールとして二つを挙げる。第 1に、被災者

がくらしを回復すること、第 2に、災害で明らかにな

った社会の脆弱性を克服することである。 

被災者のくらしの回復の重要性は疑いの余地がな

いが、それはそう単純には実現できるものではないこ

とは過去の災害が教えてくれる。くらしの回復には、

災害で失った生活基盤である住宅を再建すること、生

きがいや家計の拠り所となる仕事を回復して収入を

得ること、地域における人と人とのつながりを回復し、

彼らが住むまちに活気が戻ること、など多様な要素が

関係する。小林（2013）は「くらし（生活）の再生は

『住居＝すまい、職場＝しごと、社区＝まち」が同時

に相補って再び元の状況を取り戻して初めて成り立

つ」とし、復興にはこの三要素が必要であることを指

摘している 1)。著者が論じる住宅復興とは、単に住宅

が再建されることではなく、被災者の生活基盤である

住まいが再建され、彼らの生活が住まいおよびまちの

中で回復していく過程を対象としている。 

次に、社会の脆弱性を克服することは、平たく言え

ば安全な社会を作り上げることであるが、それは東日

本大震災を例にしていうと防潮堤の建設、高台への移

転、津波からの避難などの減災対策を積み重ねること

だけに留まらない。住宅復興の文脈に置き替えて言う

ならば、あらゆる被災者が、自らが望む住宅復興のか

たちを実現することができるシステムを災害前に作

り上げておくことも含まれる。被害を出さない、最小

限にするという防災、減災だけではなく、被害が発生

したのちに回復力を発揮して復興を遂げることがで

きる個人および社会の力、備え、制度設計を災害前に

行うという事前復興のアプローチが極めて重要であ

る。また、脆弱性の克服には、持続可能な地域づくり

という視点も欠かせない。被災をした「個人」が「い

ま」のくらしをどのように回復していくか、だけでは

なく、「地域生活空間や社会」が「みらい」に向かっ

て変革を遂げていくかも合わせて考えなければなら

ない。災害復興では、被災者の住宅、くらし、住み慣

れたまち、そして人々とのつながりを再生すると同時

に、持続可能な地域生活空間を作り上げるプロセスを

目指すべきであると著者は考えている。 

 

２．住宅復興と多様性 

 東日本大震災発生から三か月後に日本学術会議が

主催した「災害・復興と男女共同参画 6・11 シンポ」

後にまとめられた「復興基本方針への要望（H23.7.5）」

では、災害復興における多様性の反映という観点にお

いて極めて重要な指摘がなされている 2)。まず、「多

様な国民の意見が反映されるべきこと」と「すべての

顔写真 
 

(別途ファイ

ルでのご提出

でも結構で



総 説 （投 稿） 

 

復興 (7 号) Vol.5 No.1 2013.9.  68 

 

人が社会から排除されることなく、様々な状況におか

れている人が意思決定に参画でき、それらの方に配慮

できる社会づくり」という指摘がある。これを住宅復

興という観点から置き換えてみると、「多様な住宅復

興の選択が可能になる多様な『住宅復興のかたち』が

存在していること」、「被災者自らが望む住宅復興を実

現できること」となる。次に、「すべての人が個性や

能力を発揮し、活躍できること」という指摘は「住宅

を失った被災者の活力や意欲を活かし、彼らの住まい

を再生する力を発揮して被災者が住宅復興の担い手

となること」となる。平成 23 年 7 月に震災復興対策

本部が公表した「東日本大震災からの復興の基本方

針」の最大の問題点は、被災者自身を復興の担い手と

位置付けていない点である。新しい公共と言う概念の

もとで復興を支える多様な人々を想定しているもの

の、「支える人」と「支えられる人＝被災者」という

図式がそこにはある。 

 以上をまとめると、住宅復興の多様な選択肢を社会

で作り上げていくこと、そして、被災者が自らの意思

で住宅復興のかたちを創造し、自己決定することを可

能にすることが、一人一人の人間が豊かな人生を送る

ことを可能にする。これが著者が考える住宅復興の原

則である。 

（１）住宅復興のかたち 

著者は先に『住宅復興のかたち』という言葉を使っ

た。「かたち」とは何のことを指しているのか。牧

（2011）は著書「災害の住宅誌」の中で、恒久住宅

再建を①個別－集団、②被災した場所－移動という二

つの軸で分類している 3)。著者が想定する「かたち」

を分類する軸は、相反関係に限定せずにあげるならば

以下の四点である。 

①住宅復興の担い手（住まい手、住まい手以外の第三

者、住まい手たちで構成されるグループ） 

②住宅の形態（所有形態と建て方） 

③住宅復興の場所（現地か移転か） 

④住宅復興の開発形態（インフィル型か新規開発か） 

特に着目しているのは、住宅復興の担い手は誰かと

いう点である。住まい手を中心に考えると、それは大

きくは二つある。第 1 に住まい手自身が担い手にな

る場合（自力住宅再建）、第 2 に住まい手ではない第

三者が担い手になる場合（公営住宅や NGO などによ

る住宅建設）である。第 1 は住まい手という単数形

の場合と、住まい手たちで構成されるグループがある。

担い手には、住宅の作り手、所有者、管理者が含まれ

る。誰が住宅ストックを作り、それを誰が所有し、誰

が管理をしていくのか、という点は住宅復興のかたち

を長期的に考えていく際に極めて重要な点である。ま

た、住まい手の視点ではなく、住宅が都市・地域生活

空間の中でどのような空間的な分布で開発されるの

か、という都市計画的な視点の基準が④である。社会

福祉としての住宅政策とストック形成としての住宅

政策という両面から住宅復興について考えていく必

要がある。 

（２）住宅復興の多様な選択肢 

 多様な人々が住宅復興を遂げるためには、住宅復興

の多様な選択肢をつくることが必要である。上で述べ

た軸によって理論的には数多くの住宅復興のかたち

があることがわかる。世界中では災害の頻度や規模は

拡大し、被災者の住宅復興はどの被災地でも大きな課

題となっているが、住宅復興のかたちは災害を経験す

るたびに進化を遂げてきたのは確かな事実である。そ

の結果、被災者のくらしの回復という観点からみて、

十分といえるほどの選択肢は用意されているのであ

ろうか。 

（３）住宅復興の多様な担い手 

 多様な選択肢を用意するためには、住宅復興の担い

手による実践の積み重ねが基礎となる。具体的には行

政、被災者、民間ディベロッパー・ハウスメーカー、

民間賃貸住宅オーナーなどである。住宅復興の多様な

担い手がその活力と能力をいかして取り組んでいけ

るような環境にしなければならない。 

（４）住宅復興の自己決定  

 多様な選択肢が用意され、住宅復興の多様な担い手

が出そろったとしても、自らの住宅復興のかたちを決
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定および選択することがなければ、豊かな人生を送る

ことにはつながらない。被災者にとって、魅力的な選

択肢を選びとることが出来ることが必要である。しか

し、自らが望む選択肢に到達するための金銭的な資源

が伴わなければ実現には至らない。どのようにして被

災者自らが望む住宅復興を実現できるのかを合わせ

て考えなければならない。被災者が望む住宅復興を実

現していくためには、当事者である彼ら自身が住宅復

興の担い手になることが最も単純な方法となる。 

  

 以上のような問題認識のもとで、以降では、阪神・

淡路大震災から東日本大震災以降の国内の住宅復興、

そして東日本大震災との共通点が多い広域災害ハリ

ケーンカトリーナ災害で実施されている住宅復興を

事例として、多様な住宅復興の選択肢と自己決定を実

現するための課題を考察する。 

 

３．阪神・淡路大震災（1995）から東日本大震

災（2011）まで 

（１）住宅復興の多様な選択肢はあったか 

阪神・淡路大震災（1995）の住宅復興では、災害復

興公営住宅でコミュニティが破壊されたことや自力再

建に対する支援が希薄であったことが多くの論者によ

って指摘されてきた。しかし、最大の教訓は各々の住

宅復興が引き起こす諸問題ではなく、被災者にとって

住宅復興の多様な選択肢がなかった点だと著者は思う。

これを多くの論者は「単線型住宅復興」と呼んだ。 

阪神・淡路大震災（1995）における被災者による運動

に加えて、その後に発生した鳥取県西部地震、新潟県

中越地震、能登半島地震などにおける被災市町村独自

の住宅再建補助制度の実績が積み重ねられ、住宅本体

に対する公的資金の投入が被災者生活再建支援法の改

正によって可能となった。このように日本では行政に

よる個人による住宅復興を後押しする制度が、徐々に

整備されることによって、住宅復興の選択肢は少しず

つ拡大される方向に進んでいる。 

(２)住宅復興の多様な担い手はいたか 

災害公営住宅の供給は日本が得意な住宅復興政策の

一つであり、その計画者・実行者は被災自治体である。

これを積極的に住宅復興の施策として位置づけている

というよりも、個人財産に対する税金使用を避けたい

がために、公的ストックを創出するしかないのが実情

であろう。 

阪神・淡路大震災において住まい手個人はどれだけ住

宅復興の担い手になることができたのか。個人の資金

力の低さや公的補助の少なさから、担い手になりたく

てもなれなかった現実があった。このような状況の中

で、住宅再建に対する公的資金の補助を求める被災地

の運動によって被災者生活再建支援法の成立という成

果を上げたことは先に述べた。しかし、住宅復興を全

て公的資金によって実現するのは財政的に実現不可能

であり、かつ、それは決して持続可能な住宅復興の仕

組みではない。個人による地震保険の加入や兵庫県が

創設した共助による住宅再建の仕組みなどを拡充して

いくことが、被災者個人を住宅復興の担い手になるた

めに欠かせない。 

阪神・淡路大震災において神戸市が供給した公営住宅

10,792 戸のうち、借り上げ公営住宅が約 4割（3,805

戸）を占めており、この場合は、民間ディベロッパー

が住宅復興の担い手となっている。これは神戸という

地域ブランドや大阪都心部への通勤圏である住宅地と

いうように、民間の住宅市場で住宅供給が活発に行わ

れる地域であったことが効いている。しかし、実際に

は神戸市が被災地復興への協力を名目にして、土地所

有者や賃貸住宅経営者などへの協力依頼をして、承諾

を得たものにおいてこのような方式が成立しており、

決して市場の原理のみによって実現されたわけではな

い。また、神戸のような地域では被害を受けた民間賃

貸集合住宅を再建しても、被災者以外を含めた入居者

が確保できる条件にあるため、行政が十分にインセン

ティブを与えなくても民間賃貸住宅のオーナー・経営

者は住宅復興の担い手となった。 

国内外を問わず住宅復興において最も困難な状況に

追い込まれるのは借家層であり、彼らは住宅を所有し
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ていないために住宅復興の意思決定者および実行者に 

はなれない。被災後、低家賃の民間賃貸住宅は再建さ 

れれば、それは一般的に家賃が値上げされるため、借

家人たちが建替えられた住宅に住み続けることはほぼ

不可能である。これは阪神・淡路大震災の被災地だけ

に限った話ではない。世界の住宅復興においても借家

層に対する住宅復興の施策は非常に限定的であるとい

う共通の課題を抱えている。住宅復興の担い手になれ

ない借家人の住宅再建をどのように支援していくかも

合わせて検討すべき大きな課題である。 

(３)被災者は住宅復興を自己決定できたのか 

阪神・淡路大震災において応急仮設住宅での仮住まい、

そして公営住宅への入居というレールに乗れたのは高

齢者や低所得者層などの非常に限定的な層である。彼

らは積極的にこのレールに乗ることを選択したのであ

ろうか。それ以外の選択肢を持ち得なかったのが現実

であろう。これとは対称的に、単線型住宅復興のレー

ルに乗れなかった・乗らなかった人々はどういう決定

をしたのか。レールから外れたのは中堅所得層であり、

彼らの多くは行政の支援をほとんど受けずに二重ロー

ンを抱えた苦しい生活の中で住宅再建を実施している。

もう少し公的な補助や個人の資金的な余裕があれば、

従前の土地に住宅を再建できた被災者も少なくないで

あろう。 

 

４．東日本大震災（2011.3.11）以降 

（１）住宅復興の多様な選択肢があるか 

東日本大震災（2011）において、被災者が住宅再建に

活用できる公的支援は、国の被災者生活再建支援法に

加えて、都道府県および市町村によって実施されてい

る独自の住宅再建支援である。東日本大震災の被災地

においては、阪神・淡路大震災（1995）以降にわが国

が作り上げてきた住宅復興のための支援の仕組みが実

践されている。東日本大震災の被災地で実施されてい

る自治体独自による支援の原資の多くは、国からの特

別交付税によって創設された復興基金であり、実質的

には国庫補助であるが、いったん被災地の都道府県の

財布に入れて出来た基金を通した支援という形式を国

は重視している。国庫による被災者に対する住宅再建

支援や関与はなるべく避けたい・抑えたいという阪

神・淡路大震災（1995）以降からの姿勢は今も変わっ

ていない。 

被災市町村は災害前から進んでいた人口減少・流出を

食い止めるために独自の住宅再建支援策を用意してい

る。この動機は鳥取県西部地震（2000）と同じである。

著者が 2012 年度に岩手県および宮城県下の市町村担

当者に実施したインタビュー調査によると、多くの被

災市町村は独自の住宅再建の仕組みを整えると同時に、

津波リスクを回避するために国庫補助で行われる防災

集団移転促進事業（「防集」）やがけ地近接等危険住宅

移転事業（「がけ近」）などを、被災者に対する住宅再

建の支援として最大活用しようという意図をもってい

る。「独自の住宅再建補助、『防集』、『がけ近』。これら

がうちの住宅再建支援の三本柱です」というある市町

村担当者の言葉が印象的である。「防集」、「がけ近」は

阪神・淡路大震災のような災害の様相では適用できな

かったはずである。これほどの広域巨大災害に対して

は、被災者生活再建支援法、自治体独自の住宅再建補

助だけでは全く被災者を救うことができない、という

のが被災地の現実である。広域災害時に効く、恒常的

な住宅再建の仕組みがない現実が露呈された結果とな

った。 

(２)住宅復興の多様な担い手はいるか 

 東日本大震災における被災地の災害公営住宅の建

設スピードは阪神・淡路大震災と比べるとかなり遅れ

ている。阪神・淡路大震災では発生から２ヶ月後に着

工が開始された災害公営住宅であるが、東日本大震災

では 震災から１年半経っても、着工率が必要戸数の

１％程度という状況である。住宅復興の担い手として

の役割を行政のみに委ねると、恒久住宅に安定的に居

住できる時期は遅れる。 

 ほとんどの被災市町村は災害公営住宅の建設戸数

を見積もるために、住民に対する住宅再建の意向調査

を実施している。岩手県大槌町を例にとると、2012
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年2月の住宅再建意向調査では全回答世帯2,720世帯

の 36.3％にあたる 989 世帯が今後公営住宅への入居

を希望している 4)。この数値をどのように見るべきか。 

阪神・淡路大震災における災害復興公営住宅建設戸数

は、住宅被害の実態と住宅・土地統計調査を活用した

推計、そして応急仮設住宅居住者に対する質問紙調査

によって決定されている。応急仮設住宅入居者の約 6

割が、災害前は借家世帯である。そして回答者の約 6

割が公的借家（災害復興公営住宅）を希望した。これ

に対して大槌町では災害前の住宅特性は持家が中心

である。本調査の回答者の被災前の住宅は約 4分の 3

が持家戸建であり、回答者の 36.4％が公営住宅への

入居を希望しているという割合はかなり多いといえ

る。高齢であること、資金的に十分な再建費用を用意

できないことなどがこのような結果をもたらした原

因の一つであると考えられる。しかし、本当にお金の

有無だけが被災者が住宅復興の担い手になりにくい

原因なのだろうか。 

著者が震災 2 年後に大船渡市を訪れた際、地元の

住宅建設や設備を扱う企業が「復興応援リフォームフ

ェア」を開催していた。そこでは多くのハウスメーカ

ーや住宅設備会社などが一つの建物内で展示を行い、

かなりの人手と賑わいであった。被災者たちの自力に

よる住宅再建への想いと当時に、ハウスメーカーの勢

いも感じた。中小問わず民間のハウスメーカーたちは、

一定規模以上の被災都市には復興住宅応援相談所な

るものを開設して、地主との交渉による土地の買収、

土地の造成、建て売り住宅の建設、建て主の意向に応

じた設計などを着々と進めている。民間の住宅事業者

の住宅復興の担い手として位置づけ、彼らの活力をい

かにして最大限に活用していけるか、そのためにはど

うしていけばよいのか、という点についても、より真

剣に考えていくべきであろう。 

（３)被災者は住宅復興を自己決定できるのか 

 東日本大震災の応急期には民間賃貸住宅の借り上

げをプレファブの応急仮設住宅と同等のものとして

「みなし」、災害救助法のもとで家賃補助がおこなわ

れる民間借り上げ住宅が数多く活用されている。これ

は早期に入居できること、安価であることに加えて、 

仮住まいの場所を住まい手自身が自己決定できる選

択肢が多いという点でメリットがある。 

 恒久住宅の復興に向けての被災者の自己決定はど

のような状況にあるのか。災害公営住宅の応募が始ま

っている市町村が徐々に増えてきているが、第 1次募

集では「空き」が出る事態が数多く発生している。数

万円の家賃さえも支払うことが困難であるという被

災者が多いためであろう。このような被災者は災害公

営住宅でさえ選択肢に出来る状況にない。一方、個人

による住宅再建に対する見通しはどうか。津波被災エ

リアの多くは災害危険区域に指定されて、住宅を建設

できる場所が少なくなっている。土地区画整理事業で

は盛土、換地計画の策定、防災集団移転促進事業など

でも移転先の造成は、少なくとも数年はかかる見込み

であり、その事業区域内に網をかけられた被災者はそ

の事業が完了するのを待つか、その事業には参画せず

に、事業区域外に転出するという選択肢がある。 

 震災 2年が経過した時点で自己決定できている層

としてグルーピングできる人たちは、「自主住宅移転

再建者」である（写真 1、写真 2)。彼らは震災前に居

住していた場所での再建ではなく、自主的に移転を選

択して、住宅再建を実施している層である。阪神・淡

路大震災の被災地では現地での自主再建が基本であ

ったのとは様相が異なる。 

 自主住宅移転再建者の動機は何か。著者が 2012 年

度から継続して行っている調査によると、被災者ごと

にさまざまであるが、共通しているのは、津波リスク

の回避と早期の住宅再建である。「早期の」再建を阻

む要因には、長期化する防災集団移転促進事業や土地

区画整理事業があり、そこの事業に参画せずに、自主

的に住宅再建を進めている人も多い。中には市町村が

指定した建築規制（3階建以上の住宅建設をして、2

階以上に居住すること）などを避けたいがために、移

転を決断した世帯もいた。 
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次に、どのような人々が、このような自主住宅移転

再建という意思決定をしているのか。職業はその多く

が公務員（OB 含む）である。彼らは仕事によって居

住場所がそれほど限定されない職種、かつ、被災地の

中で相対的に所得が高い人々である。もう一つの共通

点は、地震保険に加入しており、それを住宅再建の原

資にできた人である。地震保険金、貯蓄、生命保険金

等を合わせて現金一括購入した人も少なくない。阪

神・淡路大震災で自力再建をした層と比較すると、東

日本大震災 2 年後の時点で自力再建をした層は所得

階層としてより高い層であると推察される。 

しかし、このような自主住宅移転再建をしようと思

う人の前に立ちはだかる数々の課題が被災地にはあ

ふれている。第 1に、津波の浸水を逃れた土地の絶対

量の不足とそれに伴う地価の高騰である。比較的利便

性が高くて非浸水地域の地価は震災後、２～３倍に跳

ね上がっている。第 2に建設業者の不足は被災地で大

きな問題となっているが、自主住宅移転再建をした彼

らのほとんどは親せきや知り合いなどを通じて工事

を依頼していた。限られた土地や建設業者への需要の

高まりに応じて、それを解決する手段としては、高騰

する地価や建設工事価格を支払える資金、そして、親

せきを含めた豊富な人的資源が影響している。 

 また、もともと貸地指向が多い地主が多い地域では、

地価の高騰も加わって、土地を売却するのではなく、

短期間でリースできる工場や店舗などに貸地してい

ると思われるケースが多い。これは個人の住宅再建場

所をさらに少なくする外在的な要因として機能する。  

 このように津波によって大きな被害を受けた東日

本大震災の被災地では、外在的な要因が住宅復興の選

択肢を狭める原因となっている。被災者の所得や災害

に対する備えといった内的要因に加えて、数々の外的

要因が関係してくることで個人の住宅復興は非常に

困難な状況に陥っているのが現状である。 

 

５．米国ハリケーンカトリーナ災害（2005） 

（１）住宅復興の多様な選択肢はあったか 

2005 年に米国南部で発生したハリケーンカトリーナ

災害で住宅を失った被災者に対する支援は州政府によ

って用意された。連邦の住宅都市開発省が所管するコ

ミュニティ開発包括補助金が、ルイジアナ州政府が設

計した「ロードホームプログラム」の原資となってい

る。これは全米史上初の大規模な財政支出を伴う住宅

補償であり、最大 1500 万円を支給するという制度であ

った。その背景にはハリケーンという自然現象だけで

はなく、米国陸軍工兵隊が建設・管理を行う堤防が決

壊したことによって大きな住宅被害が発生したこと、

浸水地域が全米洪水保険プログラムにおける氾濫源の

外にも及んだことがある。このプログラムでは、住宅

所有者が補償金を受け取って現地で再建する場合と、

不動産を州政府が買い取ってそのお金を元手に州内外

に移転して住宅を再建する、という二つの選択肢を用

意した。同市では前者を選択した被災者が約 85%にお

よび、大部分は現地再建で進めようとしている。 

写真 1 既成住宅地の空地に自主住宅移転再建者が

新築した住宅が立ち並ぶ様子（2013 年 3 月著者撮影）

写真 2 山林を造成して自主住宅移転再建をしたと

思われる新築住宅（2013 年 3 月著者撮影） 
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行政が建設する災害公営住宅に入居するという選択

肢は米国にはない。ニューオリンズ市内の公営住宅四

団地に居住していた多くの低所得者層は、民間賃貸住

宅の家賃が高騰する被災地ではすまいを見つけること

ができず、市外への転出を余儀なくされた。 

(２)住宅復興の多様な担い手はいたか 

米国の住宅復興の特色を一言でいうと、それは市場の

原理を基本としている点である。平時の米国の住宅政

策と同じである。住宅を失った個人の住宅再建の原資

の多くの割合を保険金が占めている 5)。米国において

は災害時に連邦政府による住宅再建にあたっての貸付

金がメインであり、直接的な資金提供は行われないの

が一般的である。このように政府の住宅復興における

役割は非常に限定的である点が日本とは対称的である。

ネガティブに言うと、住宅市場で住宅を確保できない

人々を救う手立ては非常に少ない。多様な選択肢を用

意する主体は、個人であると想定されている。ポジテ

ィブな側面を指摘するならば、個人が「事前に」住宅

復興の備えを行うことを奨励する公的な施策（例えば

全米洪水保険への加入義務付け等）によって、災害後

の公的機関の過度な補助を抑えている。 

ハリケーンカトリーナ災害の被災地ニューオリンズ

市を例にとると、住宅復興に取り組む多様な担い手と

してコミュニティ開発法人とボランティアが大きな役

割を担っている点が大きな特徴だ。平時においても米

国における地方政府の公営住宅供給者としての役割は

低下しており、低所得者層に対するアフォーダブル住

宅（収入に応じた適正な家賃や価格の住宅）を供給す

る担い手はコミュニティ開発法人である。同法人に対

して連邦政府のコミュニティ開発包括補助金を支給す

る方式が平時・災害時を問わず定着している。 

 ニューオリンズ市においては、住宅再建を断念して

放棄された不動産や州政府が所管するロードホーム

プログラムで州内・州外への移転者が州政府に売却し

た不動産を、コミュニティ開発法人等の非営利住宅供

給者に権利を移管し、同法人がそれらのストックを活

用して住宅を再生しているという取り組みが実施さ

れている。不動産を移譲する上での条件として「コミ

ュニティの参加」・「アフォーダビリティの確保」・「土

地の集約化」・「安全性の確保」・「環境に配慮した建築」

をあげている。このように地域住宅復興を実現するた

めに、地域内にある個人資産である住宅ストックを、

ニューオリンズ市再開発局（NORA）を経由して、地域

のコミュニティ組織や被災地の住宅復興を支援する

非営利組織に移管して、地域組織および非営利組織が

それらを活用して住宅や生活施設を再生しようとし

ている。住宅復興の担い手として個人としての被災者

ではなく、地域住民たちが結束して、自分の住宅だけ

ではなく、地域全体の住宅復興について考えるという

アプローチが試みられようとしているのである。 

 ポンチャートレインパーク地域では災害後にコミ

ュニティ開発法人を立ち上げ、地域のコミュニティを

再生・維持すること、ロードホームプログラムのもと

で売却された地域内の住宅をすべて買戻し、住宅を再

建・供給することで人口を回復することを活動使命と

している。同組織は、市内で最も早く NORA から不動

産の移管をされた組織で、今日までに 94 の不動産を

移管されている。これらに加えて、同地域で住宅再建

を断念した被災者から不動産を購入したものを活用

して 500 戸の住宅供給を計画している。住宅開発によ

って得られた利益はコミュニティへと還元する仕組

みになっている。また、住宅を購入するための住宅ロ

ーンや各種手続きのコーディネートや資金的な支援

なども開発で得られた利益を活用して行われており、

被災者の総合的な住まいの回復をサポートしている。 

また、ベトナム人が多く暮らすニューオリンズ・イ

ースト地域では、教会が核となり、地域内でお金を貸

し借りするコミュニティローンという仕組みを作っ

たり、住宅の修繕などを互いに助け合うなどしている。

また、ボランティアの支援を受け入れる窓口を地域組

織が担い、外部支援者のパワーをうまく活かしている。

その結果、この地域ではいち早く人口回復をさせた。

行政の支援を待たずに、平時から互いに支えあって暮

らしてきた力が、災害時にも生かされた事例である。  
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ブロードモア地域でもコミュニティ開発法人が地

域住民たちによって設立され、NORA から移管された

不動産を、土地の移転と集約を通して住宅開発を行お

うとしている。新規に開発する住宅への入居基準につ

いては、収入だけではなく、地域内の学校の先生や警

察官など地域の復興に欠かせない人々たちにも優先

順位をつけるなどの基準を設定している。民間の投資

も期待でき、少ない投資で大きな効果が期待できそう

な地域を選定して、住宅開発だけではなく、商店の誘

致などを含めた総合的な復興まちづくりを計画して

いる。また、新規住宅開発だけではなく、地域住民の

個人宅の修繕をサポートして、彼らが地域に戻ってく

ることができるような支援も行っている。 

このようにニューオリンズ市では、平時のコミュニ

ティ開発法人の仕組みが機能し、地域住宅復興が展開

されようとしている。地域の組織が主体になることで、

地域を一体的に復興していく戦術を自らで用意し実

行している。地方自治体による復興におけるリーダー

シップが弱いため、地域住民に復興に取り組む力があ

るかないかで、地域の命運が分かれつつある。 

次にハリケーンの降雨や暴風、浸水によって中程度

の被害を受けた住宅に対しては、全米中のボランティ

ア労働力を活用した住宅修繕が主に二つの非営利組

織によって展開されている（写真 3)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真 3 ボランティア労働力を活用した住宅修繕 

（2012 年 9 月筆者撮影、筆者の研究室学生も参加した） 

 

 

既存の住宅ストックを活用すること、それによって

被災者は住み慣れた場所で住宅を再建できること、低

コストで住宅再建ができること、などの面において、

ボランティアを住宅復興の担い手としたかたちは多

くのメリットを持ち合わせている。このようにニュー

オリンズ市の住宅復興の特色は、住宅復興の担い手が

多様である点である。別の見方をすると、住宅復興の

担い手（支援者）としての行政の役割の小ささを多様

な担い手によって補っていると言える。 

(３)被災者は住宅復興を自己決定できたのか  

ハリケーンカトリーナ災害の特徴である広域巨大

災害の様相が、個人の住宅復興に対する自己決定に大

きな影響を与えていることは間違いない。ニューオリ

ンズ市の市街地の約 8割が浸水被害を受け、それによ

って市民たちは長期的かつ広域的な避難を余儀なく

された。市街地に対する浸水割合の高さ（被害程度の

割合）、壊滅的な社会インフラの破壊、長期かつ広域

避難という特徴は東日本大震災とも共通している。住

宅だけでなく、生活するための施設のほとんどが破壊

されて壊滅的になった地域で住宅再建をするときに、

個人が知りたいと思うのは、地域の人は戻ってくるの

だろうか、また生活するための施設はいつ再開するの

か、という「地域」としての復旧の見通しであろう。

長期かつ広域に避難者が全米中に散らばり、地域のつ

ながりが地理的にバラバラになってしまった災害で

は、個人の状況だけで住宅再建の意思決定はできない

と考えられる。著者がニューオリンズ市の被災者に対

して経年的に実施してきた住宅再建調査や地域復興

に関する聞き取り調査から推測するに、住宅復興のス

ピードやかたちには地域力が大きな影響を与えてい

る。ばらばらになった地域住民たちと連絡を取り合い、

その状況を住民間で共有する取り組み、住宅補償を受

ける手続きの支援、さらに被災者支援制度や住宅再建

をする際の建設会社に関する情報提供など、地域住民

で構成される組織がこのような役割を果たした地域

はそうでない地域と比べて住宅復興が進んでいくこ

とが予想される。 
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６．事前住宅復興と持続可能な地域復興 

 住宅復興における多様な選択肢、多様な担い手、そ

して自己決定という住宅復興の原則を実現するため

の、仕組み、制度、政策の設計が必要であることを本

稿では述べた。それらの設計は「事前に」行うことが

肝要である。本文中でも述べたように、住宅復興に限

らず、日本の減災サイクルは米国と比べると、事前の

備えが弱い。災害が発生する前にその仕組みやそれを

可能にする制度などを整備する「事前住宅復興」とい

う発想が鍵となる。 

 これまで国内外で論じられてきた「事前復興」とは

主に都市空間の復興のかたちを対象とした概念であ

り、第一義的には災害前に被害をできるだけ軽減する

ための対策を講じて事前に復興しておくこと、狭義に

は災害が発生する前に復興のかたちを関係者が合意

形成をしておくこと、またその協議のプロセスを習得

しておくこと、という意味で使われている。国内では

阪神・淡路大震災以降、その重要性が認識されるよう

になり、特に東京都では事前復興模擬訓練などが熱心

に取り組まれてきた。これに対して、「事前住宅復興」

という概念は、広義には災害が発生しても被害を受け

ないあるいは災害リスクを回避する住宅再建に対す

る備えをすること（例えば地震保険への加入）、狭義

には多様な住宅復興の選択肢を用意し、それを実現で

きるような手立てを備えておくことである。 減災と

いう概念を脆弱性の克服と言う点を含めて考えるの

であれば、住宅復興のための備えとは、被災者に対す

る支援制度の拡充だけではなく、災害が発生するため

に個人が住宅の耐震化を進めること、それを後押しす

る制度を整えることや、借家居住の安定性の確保のた

めの法整備などをも含む。 

 最後に、今後も発生するであろう広域巨大災害への

備えには、持続可能な地域復興を実現するための住宅

復興のあり方も考えねばならない。本文中で述べた個

人レベルで住宅を移転して再建する現象は、空間的に

バラバラに発生すると、市街地の低密度化、非コンパ

クト化、まちなかの空洞化、地域のつながりの崩壊等

の新たなリスクの発生が危惧される。今苦しんでいる

被災者のくらしの回復の前提条件としての住宅復興

のあり方だけではなく、長期的な視野にたち、持続可

能な復興を可能にする住宅復興のかたちについても

追究していくことが求められている。個人の住宅再建

に対する活力を活かしつつも、都市計画的な観点から

それを誘導するような戦略も必要であろう。 
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